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事 業 報 告 用

2020年 度 事 業 報 告 書
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1 事業の成果

自主事業としてはセミナー販売代理店や理解度チェック・プレミアムサイ トの運用を継続した。

社会情勢からリモー トワークがすすんだ影響で、「理解度チェック・プレミアムサイト」の利用者が

増えた。また、通年事業としてセキュリティコンテスト「SECCON」 を実施しているが、2020年度は

すべての CTF大会をオンライン開催とした。活動の報告会、会員企業向けの勉強会、一般参加型の

セミナー・シンポジウムについてもオンライン開催となった。

会場型のイベントができないことから、ホームページやSNSを利用した情報提供活動を増やした。

教育事業では、セキュリティゲーム類の販売の他、岡山理科大学の遠隔授業としての講師対応、J

NSAイ ンターンシップとして、会員企業によるインターンシップの情報提供を行った。

調査事業では市場調査報告書の公開、その他各種部会活動をオンラインで継続して実施した。ま

た、設定基準の策定事業では、ISO/TC154国 内審議団体の運営、電子署名に関する情報
の提供コンテ

ンツの作成などを行った。

社会一般への情報の還元活動として CISO支援のためのハンドブックを出版するとともに、リ
モー

トワークに関するセキユリティチェックリストの公開などを実施している。

委託事業として、総務省より「国産セキュリティ製品のグロー
バル展開を促進するための国際プ

レゼンス向上に関する調査研究の請負」を受話し、北米サンフランシス
コで開催されたRSA Confer

ence 2021において国産のセキュリティ製品サービスをアピールするため日本パビリオンの出展を

予定していたが、新型コロナウイルスによる社会情勢から、開催が延期され、次年度にオ
ンライン開

催となった。また、独立行政法人情報処理推進機構より「「サイ
バーセキユリティお助け隊サービス」

基準適合性に関する調査業務」事業を請け負い、WEB上でサービス審査受付を行った。



2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【46,075】 千円)
定款に記載

された

事業名

事業内容 日時 場所

事

ヨ́

従

早
受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

(千

円)

国際プレゼンス向上調

査研究 (総務省委託事

業)

5月 ～令

和 3年 6

月

主たる事

務所
2名
協会会員、その

他企業
制限なし 737

セ ミナー販売 通年
主たる事

務所
1名 協会会員

会員企業

所属社員
12,854

みんなのサイバーセキ
ュリティコミック協賛

4月 ～9

月

主たる事

務所
1名 協会会員、一般 制限なし 6,092

理解度チェックプレミ

アムサイ ト販売
通年

主たる事

務所
1名
協会会員、その

他企業、一般
制限なし 3,371

全国セミナー開催 (マ
ーケティング部会)

11月

主たる事務

所 。ヒュー

リックカン

ファエンス

2名 協会会員、そ
の

他企業、一般
300名 320

SECCON開 催 通年

主たる事務

所 。TP新
橋

2名 協会会員、そ
の

他企業、一般
制限なし 13,635

サイバーセキュリティ
お助け隊審査登録 (IPA 3月

主たる事

務所
1名
協会会員、その

他企業
制限なし 1,207

セミナー 0シンポジウ
ム等開催

通年
主たる事

務所
3名 協会会員、そ

の

他企業、一般
制限なし 2,125

会報発行 (年 1回 ) 9月
主たる事

務所
1名
協会会員、その

他企業、一般
制限なし 591

ЛSA表彰 3月
主たる事

務所
2名 協会会員、一般

会員企業

所属社員
316

ネットワークセ

キュリティの重

要性の普及・啓

発事業

部会活動その他 通年
主たる事

務所
3名 協会会員

会員企業

所属社員
1,410

教育部会 SecBoc改編 通年
主たる事

務所
1名 協会会員、一般 制限なし 1,330ネットワークセ

キュリティに関
する教育事業 カー ドゲーム販売 通年

主たる
2名 協会会員、一般 制限なし 1,05

ネットワークセ

キュリティに関
する調査事業

部会活動その他 通年
主たる事

務所
2名 協会会員、一般 制限なし 452

ネットワークセ

キュリティに関

する設定基準の

策定事業

部会活動その他 通年
主たる事

務所
2名 協会会員、一般 制限なし 577



2020年度 活動計算書
2020年4月 1日 から2021年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 日本ネットワークセキュリティ協会

(単位:円 )

金額

53,780,000

82

2,000

1,213,01

270,575

1,898,443

４

ニ

17,706,

110,861

1,297

98,793

171,049

62,839

637,1

54,268,000

46,075,378

42,055

4,534

I 経常収益
1.受取会費

正会員受取会費

サプスクライバ等受取会費

2.事業収益

ネットワークセキュリティに関する普及・啓発事業

ネットワークセキュリティに関する教育事業

ネットワークセキュリティに関する研究開発事業

ネットワークセキュリティに関する調査事業

ネットワークセキュリティに関する設定基準の策定事業

ネットワークセキュリティに関する他団体及び国際協力事業

外注費

荷造運搬費

会議費

旅費交通費

通信費

消耗品費

事務用品費

印刷製本費

会場運営費

水道光熱費

新聞図書費

諸会費

支払手数料

地代家賃

賃借料

セミナー受講料

租税公課

減価償却費

賞金

その他経費計

事業費計

3.その他収益

雑収入

受取利息

経常収益計

Ⅱ 経常費用

1.事業費

(1)人件費

役員報酬

外注人件費

人件費計

(2)その他経費

売上原価

謝金

-36-



14,157,598

14,157,598

2,769

17

´
０

703,71

227,1

2,513,

3

1,221

57,082

14,738

572,066

940,423

100,000

75,350,911

20,977,527

20,977,527

70,000

20,907,527

124.650.697

2.管理費

(1)人件費

役員報酬

外注人件費

人件費計

(2)その他経費

外注費

謝金

荷造運搬費

会議費

旅費交通費

通信費

消耗品費

事務用品費

印刷製本費

会場運営費

水道光熱費

新聞図書費

諸会費

支払手数料

地代家賃

賃借料

租税公課

減価償却費

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

経常外費用計

経常外収益計

用

Ⅲ経常外収益

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

145.558.224

-37-



2020年度 貸借対照表
2021年 3月 31日 現在
特定非営利活動法人 日本ネットワークセキュリティ協会

科 目

153.872.531

3,906,863

538,

134,667,641
535,942

5,488,950
747,108

12,432,890

8,057,284
3,190,000

3,891,956
70,000

364

224

15,695,140

380

124,650,697
20。 907.527

161.253.364

1流動資産
現金預金

商品
前払金

前払費用

未収入金

流 動 資 産 合 計

2固定資産
(1)有形固定資産

什器備品

(2)無形固定資産
ソフトウェア

(3)投資その他の資産

敷金

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ負債の部
1.流動負債

未払金

前受金

預り金

未払法人税等

未払消費税等

流 動 負 債 合 計

.固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ正味財産の部
前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

正味財産合計



2020生度 計算豊類の注記

」ヒi塑」整型遺動L昼塾 室=とL:生望土土_ュ」と2L遡金

1.重 要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 Ⅳ0

法人会計基準協議会)によつています。

(1)棚 卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によつています。

(2)固 定資産の減価償却の方法
法人税法の規定に基づいて、有形固定資産は定率法で、無形固定資産は定額法で償却を

しています。

(3)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。



2.事業費の内訳

3.固定資産の増減内訳

科 目
普及啓発事

業
教育事業 調査事業

設定基準の

策定事業
合 計

(1)人件費

役員報酬

外注人件費 6,015,270 631,566 6,646,836

人件費計 6,015,270 631,566 6,646,836

(2)そ の他経費

売 上 原 価 84.893

謝 金 934.586 278_425 1.213.011

外 注 春 16.265_140 995.744 445_285 17.706_169

88.084

138.169 2.160 30.720

旅 書 本 涌 書 60.927 1.912

踊 信 者 444.950 18_743

消耗 品を 241.067 52.480 4.906

事 務 用 品 を 80.890

529^000

1

998.833 3.960 294.250

水道 光熱 書 99_149 11.712

新 聞 図書書

諸会春 226_206

芝 私 手 数 料 41.533 990 8.595 5

637

1

地代蒙 管 200_559

賃借料 574.182 62.990

セ ミナー呼議料 11.295.900

租税公課 1.384_318

減 価僣 却 書 1.386.570 1_386_570

000 210_000

39.428.542

577

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額
減価償却
累計箱

期末帳簿価額

有形固定資産

什器備品

無形固定資産

ソフトウェア

投資その他の資産
敷金

453,039

7,080,400

2.935.440

807,792

572,000

1,260,831

7,652,400

2_935_440

△ 722,301

△ 3,745,537

538,530

3,906,863

,_93月 _440
合 計 10.468_879 1.379.792 11.848.671 /ヽ 4_467_8RR 7.380.833



財産目録

2021年 3月 31日 現在

科 目

306,788

6,283,846
2,266,170

19,897,633

10,040,983

747,108

3,300,000

7,608,300

880,000

538,530

3,906,863

535,

4

1

161.253.364

7,380,833

現金預金
現金  現金手元有高
普通預金 みずほ銀行深川支店
普通預金 みずほ銀行深川支店

みずほ銀行東陽町支店
みずほ銀行東陽町支店
東京三菱UFJ銀行木場深川支店
三井住友銀行日比谷支店
三井住友銀行日比谷支店
東京三菱UFJ銀行木場深川支店

商品
ヵ―ドゲーム

前払金
前払会場運営費6月 分
総務省関連出展費用 (5月・RSAカンファレンス)

前払費用
全国内牛事業協同組合4月 家賃

定資産合計

家賃更新料

未収入金
協賛金
総務省関連返還金
財)情報処理推進機構
CISOハンドブツク

流動資産合計

.固定資産
(1)有形固定資産

什器備品
(2)無形固定資産
ソフトウェア

(3)投資その他の資産
敷金

普通預金
普通預金
普通預金
普通預金
定期預金
定期預金

15,695,140

15.695,140

2,859,94

2,640,000

未払金
人件費 (出向、派遣社員)
セミナー受講費用
その他費用

未払法人税等
法人税・住民税及び事業税

未払消費税等
法人税・住民税及び事業税

流動負債合計

前受金
年会費前受
協賛金前受

預り金
給付金

固定負債
固 定 負 債 合 計

E味財 産



書式第 18号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

2020年 度年間役員名簿
(前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した

名簿)

令和 2年 4月 1日 から令和 3年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人日本ネットワークセキュリティ協会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

図以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
図各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役  名
(フ リガナ)

氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事
(タ ナカ ヒデ ヒコ )

田中 英彦
令和2年4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無 し

同上
(タ カハシマサカズ)

高橋 正和
同上 同上

同上
(ナカオコウジ)

中尾 康二
同上 同上

同上
(アオシマノブヒト)

青嶋 信仁
令和2年 6月 10日 ～

令和3年 3月 31日
同上

同上
(ア ライカズト)

新井 一人
令和2年4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
同上

同上
(エ ンドウナオキ)

遠藤 直樹
同上 同上

同上
(オ オ シ ロタカ シ )

太城 卓
同上 同上

同上
(カサハラヒサシ)

笠原 久嗣
同上 同上

同上
(カ ワウチキヨト)

河内 清人
同上 同上

同上
(カ ワノショウジ)

河野 省二
同上 同上



書式第 18号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

平成 31年度 年間役員名簿

平成 31年 4月 1日 から令和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人日本ネットワークセキュリティ協会

役 名
(フ リガナ)

氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

同上
(ゴ トウカズヒコ)

後藤 和彦
令和2年4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無 し

同上
(ゴ トウ シノブ)
後藤 忍

令和2年 6月 10日 ～

令和3年 3月 31日
同上

同上
(コ ヤシンゴ)

小屋 晋吾
令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
同上

同上
(サクライヒデミツ)

櫻井 秀光 同上 同上

同上
(サ トウケンイチ)

に藤 憲一 同上 同上

同上
(シモムラマサヒロ)

下村 正洋
令和2年 4月 1日 ～

令和2年 6月 10日
同上

同上
(タ カギツネオ)

高木 経夫
令和2年4月 1日 ～

令和2年 6月 10日
同上

同上
(ニシモ トイツロウ)

西本 逸郎
令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
同上

同上
(フ ジイマサキ)

藤伊 芳樹 同上 同上

同上
(フジカワハルヒサ)

藤川 春久
令和2年4月 1日 ～

令不口2年 6月 10日
同上

同上
(ホンジョウヒロシ)

本城 哲史
令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
同上



書式第 18号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

平成 31年度 年間役員名簿

平成 31年 4月 1日 から令・和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人日本ネットワークセキュリティ協会

役 名
(フ リガナ)

氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

同上
(マルヤマシロウ)

丸山 司郎
令和2年4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
無 し

同上
(ミ ズムラアキヒロ)

水村 明博
同上 同上

同上
(ミ ヤケユタカ)

三宅 優
同上 同上

同上
(ミ ヨシタカミチ)

三膳 孝通
同上 同上

同上
(ヤマグチ マサヒロ)
山口 政博

令和2年 6月 10日 ～

令和3年3月 31日
同上

監事
(ドイミツル)

土井 充
令和2年4月 1日 ～

令和3年 3月 31日
同上



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

令和 3年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人日本ネットワークセキュリティ協会

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
ジーブレイン株式会社

代表取締役社長 小柴 宏記

2 床式会社ラッ
ク

代表取締役社長 西本 逸郎

3 学校法人岩崎学園
哩事長 岩崎 文裕

4 床
式会社エヌ 。ティ・ティ・データ

代表取締役社長 本間 洋

5
RSA Security Japan合 同会社
執行役員社長 貴島 直也

6
サイバー 。ソリューション株式会社
代表取締役社長 戸田 勝

7
ニュー トラル株式会社
代表取締役社長 小屋 晋吾

Ｒ

）

床式会社ディアイティ
代表取締役社長 戸田 勝

Ｑ

）

床式会社FFRIセ キュリティ
代表取締役社長 鵜飼 裕司

10
RヽIセ キュアテクノロジーズ株式会社
代表取締役社長 柿木 彰


